
日本の地方都市は戦後の人口減少と経済成長を背景に郊外へと拡散していきました。
それに伴い人々の生活を維持するための道路や上下水道といった社会インフラの整備
も進みますが、最も大きな変化は人々が過度のマイカー依存の暮らし方を選択し、行
政もそれを前提にまちづくりを進めたことです。これは暮らしやすいまちをどう作る
かという都市計画よりも、住宅取得やマイカー購入が経済成長に果たす役割の方を優
先した結果です。ところが低成長と人口減少等により地方財政が逼迫すると、老朽化
したインフラの更新問題や買い物難民への対応など、持続可能な「まちの形」とそこ
での「暮らし方」を問い直さねばなりません。
飯野研究室では、過度なマイカー依存から脱却し、公共交通中心のまちづくりや社

会インフラ・公共施設等の立地適正化問題に取り組み、人口減少の中でも豊かに暮ら
せるまちづくりの研究と普及・啓発に向けた実践活動を行っています。
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人口減少下でも持続可能な「まちの形」と「暮らし方」
に関する総合的研究と実践

公共交通の重要性を啓発する研究室発行
の３K新聞

公共交通の利用促進の一環としてバスの利用マナーを自作の紙芝
居での啓発するゼミ生（左：イオン松江店、右：バス祭り会場）

いち早く人口減少に直面した海士町の公共施設総合管理計画の
取り組みを調査するゼミ生
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